
 
 

 

公益財団法人東松山文化まちづくり公社役員等の報酬等に関する規程 

 

平成２３年７月７日 規程第１号 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律４８号）第８

９条、第１０５条（第１９７条において準用する第８９条、同第１０５条）〈及び第１９６条〉

並びに公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律４９号）第５条第

１３号及び公益財団法人東松山文化まちづくり公社（以下「公社」という。）定款第１３条及び

第２６条の規定に基づき、公社の理事、監事及び評議員（以下「役員等」という。）の報酬の支

給基準について定めることを目的とする。 

（理事長の報酬） 

第２条 理事長の報酬は、月額１００，０００円を支給する。 

（役員等の報酬） 

第３条 理事長を除く役員等が次の会議等に出席したときは、その出席した日数について報酬を

支給する。ただし、２以上の会議等に出席した日があるときは、これを１日として計算する。 

（１）理事会に出席したとき 

（２）評議員会に出席したとき 

（３）監事が監査の業務を行うとき 

（４）理事長が特に必要と認めた会議に出席したとき 

２ 前項の規定により支給する理事長を除く役員等の報酬の額は、日額５，８００円とする。 

３ 役員等には、役員賞与及び退職手当を支給しない。 

（報酬の支払方法） 

第４条 役員等に対する報酬等の支給の時期は、当該各号に定める時期とする。 

（１）理事長 毎月２１日（その日が日曜日、休日又は土曜日にあたるときはその日前におい

て、その日に最も近い日曜日、休日又は土曜日でない日） 

（２）理事長以外の役員等 前条第 1項に定める会議等に出席した都度、支給する。 

２ 報酬等は、通貨をもって本人に支払う。ただし、本人から申し出のあったときは、本人の指定

する本人名義の金融機関の口座に振り込むことができる。 

３ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額を控除して支給する。 

（費用弁償） 

第５条 役員等が第３条第１項の会議に出席したとき、また、職務執行のため用務に従事したとき

は、その出席した日数に応じ費用弁償を支給する。 

２ 前項の規定により支給する費用弁償の額は、日額２，２００円とする。 

（旅費） 

第６条 役員等が公社の用務のため出張したときは、旅費を支給する。 

２ 役員等が同一の日に会議等に出席し出張したときは、旅費を支給する。 



 
 

３ 役員等に支給する旅費の支払い方法等については、前項に定めるほか、東松山市一般職職員等

の旅費に関する条例（平成１１年条例第７号）及び東松山市一般職職員等の旅費に関する規則

（平成１１年規則第７号）の例による。 

（改廃） 

第７条 この規程の改廃は、評議員会の決議を経て行う。 

（委任） 

第８条 この規程の実施について必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て別に定めるものと

する。 

 

附 則 

 この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５０号）第

１０６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 公益財団法人東松山文化まちづくり公社役員報酬等に関する規程（昭和６１年公社規程第３号。）

は、廃止する。 

附 則（平成２４年規程第１号） 

 この規程は、公益財団法人東松山文化まちづくり公社の設立の登記の日から施行する。 

   附 則（平成２６年規程第３号） 

 この規程は、平成２６年７月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年規程第３号） 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年規程第１号） 

 この規程は、平成２８年７月１日から施行する。 

   附 則（令和３年規程第１号） 

この規程は、令和３年度第２回理事会終結の時から施行する。 

 

 




